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　はじめに

「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って、失われた秩序・状態の回復を図った。」(三省堂『大辞林』より)
　お詫び、前号で、アイヌ語というところが「フイヌ語」となっていました。その後、できる限り訂正したのですが、早めに送付した方には訂正していないものが送られています。謹んでお詫びを申し上げます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
前内閣官房参与　峰崎直樹
群馬での『社会保障・税一体改革の行方』シンポジウムに参加
　先週の土曜日、前橋市に出向き、「社会保障・税一体改革の行方」と題するシンポジウムに参加した。札幌はもちろん寒いのだが、上州名物の「からっ風」の寒さには、参ってしまった。北国で寒さには慣れていたとはいえ、風邪を引いてしまい、玄関豪雪の札幌に舞い戻った次第である。
　当日の基調講演は、金子勝慶應義塾大学教授が約１時間話をされ、それを受けて上毛新聞の関口役員室長が司会をされ、小生と群馬市長会会長で清水聖義太田市長がパネリストとして参加し、午後１時半から４時半過ぎまで熱心な論議が進められた。主催は群馬県地方自治研究所で自治労が共催し、県や市長会・町村会や上毛新聞なども後援され、土曜日の午後にもかかわらず100人以上の熱心な参加者からも質問が出され、金子教授独特の聴衆を引き付ける語り口もあり、盛り上がりの中でシンポジウムを終えることができた。
金子勝慶応大教授、初っ端から原発政策批判を展開
　金子教授は真っ先に原発問題に触れ、国民の7~8割近い反対がある中で、原子力政策は行き詰まり、かつての金融危機が不良債権を抱えたと同様、原発という不良債権を抱えたまま、どのようにこの問題を安倍政権(というより自民・公明政権)が解決できるのか、原発からの脱却の必要性を強調されていた。その点で、安倍内閣が放射性廃棄物の処理をどのように進めていくのか、とくに事実上運転できないままになっている高速増殖炉もんじゅや、六ヶ所村の廃棄物処理施設が依然として稼働していないなかで、これから原発をどうするのか、土曜日付の日経新聞によれば、今までの原子力政策の延長として核燃料サイクル路線を継続していくとしている。それ自体、運転できないもんじゅや依然として稼働できない六ヶ所村の放射性廃棄物処理施設を維持するだけで、大変な国の財源や国民負担が伴うにもかかわらず、展望がまるでない中で安易な継続路線を取ろうとしているようだ。金子教授は、社会保障・税一体改革とは別に、今の政府の進めようとしている原発政策に対して、鋭く批判されていた。来月号の『世界』に原稿を書いているさなかであっただけに、とくに強調されたのだろう。
小熊英二『社会を変えるには』(講談社現代新書)は、面白い
　他方、講談社現代新書『社会を変えるには』という、新書にしては500ページを超す長い著作がかなり売れているようだ。著者は小熊英二慶應義塾大学の総合政策学部の教授で、まだ50歳前後という新進気鋭の社会学者である。小熊教授も3・11が日本の社会にもたらした問題点を鋭く分析されている。ちょうど、1886年のチェルノブイル原発事故で、ソ連社会が抱える深刻な矛盾を露呈し、その後のソ連邦崩壊をもたらしたように・・・。その点について、「昭和の日本」に築かれた「日本型工業化社会」の仕組みは、すでに限界に来ていたのであり、過去に機能したかもしれないが、もう変えていかなければならない時期に来ていた。それでも、既得権を持つ人たちがいて、ゆり戻したいと思っているようだが、おそらく原発からの脱却はできるだろうと予測している。それは、社会が今大きな変革期にあるからだとみておられる。特に原発に関しては、それを支持し推進しようとする人たちは、せいぜい政財界やマスコミの中枢部にいる数十万人に過ぎない。ところが原発に反対する人たちは1億3,000万人の8割としても1億人に相当するわけで、この人たちの行動が社会を大きく転換していくに違いない、とみている。まさにそうなのだろう。金子教授と帰りの新幹線の中でもお話しさせていただいたのだが、民主党が依拠すべき課題と政治的な支持層は、この点にあるのではないか、と一致したのだが、それを実際に実現させていくための具体的な政治行動が付いて行けるのか、どうか。民主党大会が終わった今、期待を込めて行動を始める以外になさそうだ。
社会保障の理念・政策の説明が増税より先、金子先生の批判
同じことは、国土強靭化法案による200兆円もの公共事業が本当に実現させられるのか、どうか。これまた、過去の自民党政権時代の利権政治への郷愁が感ぜられるのだが、やがて大きな財政負担となって日本の経済・社会に重くのしかかってくるに違いない。金子先生とは、それらの点で意気投合した次第である。
　もっとも、社会保障と税の一体改革に対する民主党政権批判はなかなか厳しいものであった。社会保障の理念・将来像を国民に分かりやすく明示できないまま、消費税率の引き上げを強行したことに対して、強く批判をされていた。子ども手当は、所得による差を設けないユニバーサルな現金給付として、高額所得層に有利な扶養控除や配偶者控除などより優れたものであったのに、民主党政権はそれを最後まで追求することなく妥協してしまったという指摘には、参議院選挙で敗北させられ、衆議院では3分の2以上の議席を持たなかったために、自民・公明両党の了解を得る以外に法案を通すことができなくなった事情を説明しても、なかなか理解してもらえない点であったようだ。
安倍政権、支持率は高いが、今後の展開に監視の目を
　そんな思いを持って、今日の新聞を見開いたとき、北海道新聞(共同通信調査)には安倍内閣の支持率が72,8%に、日経新聞も70%へと上昇している。ロケットスタートが順調に作動しているようだが、円安と株価の上昇の背後には、どのようなマネーが蠢いているのだろうか。投資先を失った膨大な過剰流動性が存在しており、世界中をカジノと同じように投機を繰り返し、バブルを作っては崩壊させてきているのが現実である。われわれが忘れてならないのは、1980年代後半のバブルは、日銀が金利を挙げようとして際、政府・大蔵省がアメリカを慮って遅らせたことが大きな要因になったことだ。今また、日銀を政治的に押さえつけ、インフレターゲットなど金融政策を押し付けてきており、株や土地だけでなく、今度は1,000兆円にも達する国債の暴落にまで至れば、日本経済は奈落の底に落ち込んでしまうだけに、今後、どのように経済が展開していくのか、しっかりと監視していきたい。特に、世界的な資金の大きな流れがどう動くのか、とくに長期金利の動向から目が離せない。
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